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基準１　理念・目的

現状の説明 根拠資料

当年度・次年度対応
Ｇ列にあれば記述

中長期的対応
Ｇ列にあれば記述

（１）付属機関等の理念・目的は適切に設定されているか

a ◎高等教育機関として大学が追及すべき
目的（建学の精神，教育理念，使命）を踏
まえて、当該付属機関・委員会の理念・目
的を設定していること。
　　　　　　　　　　　　　　【約５００字】

基本方針（グランドデザインに基
づく教育・研究計画）
【学長方針Ⅰ】
　10年後の本学の将来像を示し
た「明治大学グランドデザイン
2020－ビジョンと施策－」（資料１
－１）に基づき教育研究力の充実
を具体的に図っていく。そのため
に教育研究環境の向上を推進す
る。

　10年後の本学の将来像を示した「明治大学グラン
ドデザイン2020－ビジョンと施策－」【1-28-1】に
理念目的は明確に定められている。この明治大学グ
ランドデザインに基づき，毎年度，学長が教学の重
要課題をまとめ，「教育研究年度計画書の策定とそ
の推進について（学長方針）」（以下，学長方針）
を公表し，各学部等が年度計画を策定する際の指針
としている。

明治大学グランドデ
ザイン自体の検証や
見直しに着手できて
いない。

明治大学グランドデ
ザインの検証を行
う。

明治大学グランド
デザインの検証を
もとに，見直しに
ついての検討を行
う。

b ●当該付属機関・委員会の理念・目的
は、建学の精神、目指すべき方向性等を
明らかにしているか。
　　　　　　　　　　　　　　【約１００字】

【学長方針Ⅰ】
　「次代を拓き，世界へ発信する
大学」を学長方針として掲げ，さら
に来るべき150周年を見据えて，
学長のリーダーシップの下，本学
の教育研究力の質的飛躍を積極
的に促進することにより，次代を
拓く大学の実現を目指す。

　2013年度学長方針【1-28-2】において次代を拓く
大学の実現として，「学生定員や教員数の適正化，
教育研究施設の整備，魅力ある学修プログラムの展
開，大学評価を通じて本学の実態の把握」等，次代
を担う大学としての基盤整備の方向性を明らかにし
ている。

（２）付属機関等の理念・目的が，教職員及び学生に周知され社会に公表しているか

a ◎公的な刊行物、ホームページ等によっ
て、教職員・学生、受験生を含む社会一般
に対して､当該大学・学部・研究科の理念・
目的を周知・公表していること　　　　【約１
５０字】

　学長方針は毎年度，学長室だより【1-28-3】を通
して全教員へ周知し，全職員へは明治大学情報共有
サービス（以下，ＭＩＣＳ）を通じて周知してい
る。また各機関の年度計画書と合わせて冊子として
学内関係者へ配付している。

本学の重要な方針を
定めた学長方針が社
会へ公開されていな
い。

学長方針全文でな
く，抜粋したものを
毎年ホームページ等
に公開する。

1-28-3　学長室だよりVOL.22
No.2(No.107)

1-28-1 「明治大学グランドデザ
イン2020－ビジョンと施策－」
1-28-2 2013年度学長方針

　　　点検・評価項目
　　◎…法令要件の充足を評価する項目
　　●…大学等が掲げる方針や目標の
　　   　　達成状況を評価する項目。

目的・目標

評価

Alt＋Enterで箇条書きに

発展計画

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください

効果が上がっている点
E列の現状から記述

改善を要する点
E列の現状から記述

「改善を要する点」に対する発展計画
「効果が上がっている
点」に対する発展計画
F列における伸張項目
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基準２　教育研究組織

現状の説明 根拠資料

当年度・次年度対応
Ｇ列にあれば記述

中長期的対応
Ｇ列にあれば記述

（１）付属機関等の教育研究組織は，理念・目的に照らして適切なものであるか

a ①教育研究組織の設置状況は理念・目的
に照らし，適切であるか。学術の進展や社
会の要請と教育との適合性について配慮
したものであるか。

●教育研究組織は，当該大学の理念・目
的を実現するためにふさわしいものである
か。
　【約３００字】

研究組織・制度の充実と社会還
元の促進
【学長方針Ⅱ-３-（1），（2）】
本学における研究とその成果として
生まれた知的財産の一体化を図ると
ともに，戦略的な観点から，研究環
境の重点的整備等の課題に取り組
んできた。「先端数理科学インスティ
テュート（ＭＩＭＳ）」に続き，「バイオリ
ソース研究国際インスティテュート」
及び「国際総合研究所」の3つの特別
推進研究インスティテュートについ
て，世界水準の応用研究が可能とな
るよう，体制の整備を図り，トップユ
ニバーシティへ飛躍的に発展するた
めにも，グローバルな観点から将来
を見据えて戦略的な拠点を形成して
いく。また，地域の新産業・新事業の
創出を目指す「地域産学連携研究セ
ンター」の拡充と研究機能の強化に
努める。
研究・知財戦略機構の下で研究に専
従する教員について，任用のあり方
や学部・大学院と連携するなど効果
的な活用方策を検討し，併せて研究
促進のため組織・制度を充実させる
ことも推進していく。

　学長が機構長となる研究・知財戦略機構【2-28-
1】は，研究を戦略的に推進し，研究環境の重点的
整備を行うために必要な研究組織体制を構築してお
り，系統的・段階的に「特定課題研究ユニット」
【2-28-2】，「研究クラスター」【2-28-3】，「特
別推進研究インスティテュート」【2-28-4：3～5
頁】を設置している。本学の特色を生かした世界的
水準の学術研究及び応用研究を推進する研究組織と
して，研究クラスターからの昇格等を軸にした戦略
的な「特別推進研究インスティテュート」を設置
し，３付属研究機関として「先端数理科学インス
ティテュート（ＭＩＭＳ）」【2-28-5】，「国際総
合研究所」【2-28-6】，「バイオリソース研究国際
インスティテュート」【2-28-7】が稼働している。
　機構の付属研究施設（センター）は現在3施設あ
り，「黒耀石研究センター」は黒曜石研究の国際
ネットワーク拠点を目指して，海外の研究機関と連
携をし，地元・長和町とも連携実績を積み重ねてい
る【2-28-8】。「植物工場基盤技術研究センター」
は，2009年度経済産業省先進的植物工場施設整備補
助金を受けて，私立大学では唯一，全国8拠点の一
つで未来型農業を志向して生田キャンパスに設置さ
れた【2-28-9】。また，同様に2010年経済産業省地
域企業立地促進等共用施設整備費補助事業の補助を
もとに開設した「地域産学連携研究センター」は，
2012年度から本格的に稼働し，インキュベーション
機能を中心に川崎市をはじめとする神奈川県域の経
済振興などを視野に入れた新産業・新事業の創出に
貢献すべく活動を展開している【2-28-10】。
　

特定課題研究ユニットから３
組織（漆先端科学研究クラス
ター，生命機能マテリアル研
究クラスター,再生可能エネル
ギー研究クラスター）が研究
クラスターに昇格し，2014年
４月から研究活動を推進して
いる【2-28-11：176頁】。
ＭＩＭＳは2014年度数学・数
理科学分野で，私学初の共同
利用・共同研究拠点として認
定された。
黒耀石研究センターは，国際
ネットワークの拠点づくりの
一環として，ウクライナのキ
エフ国立大学と協定を締結す
るとともに，イタリアの黒曜
石博物館と連携協定を結ん
だ。

戦略的で機能的な研究活動を
今後も推進していくために，
各研究プロジェクトの活性
化，支援及び公募事業を継続
する等，更なる研究組織体制
の拡充を進めていくととも
に，評価体制も整備してい
く。

2-28-1 明治大学研究・知財
戦略機構規程
2-28-2 特定課題研究ユニッ
トに関する内規
2-28-3 研究クラスターに関
する要綱
2-28-4 『明治大学の研究－
明治大学研究年報2013－』
2-28-5 明治大学先端数理科
学インスティテュート設置要
綱
2-28-6 明治大学国際総合研
究所設置要綱
2-28-7 明治大学バイオリ
ソース研究国際インスティ
テュート設置要綱
2-28-8 明治大学黒耀石研究
センター要綱
2-28-9 明治大学植物工場基
盤技術研究センター要綱
2-28-10 明治大学地域産学連
携研究センター要綱
2-28-11 『明治大学ガイド
ブック2015』

大学院
【学長方針Ⅱ-４-（1），（2）】
学部との連携を一層強化して，教
員スタッフの充実，学位プログラ
ムの実質化を図っていくとともに，
多数の研究科を擁する総合大学
院としての強みを活かすため，研
究科間の連携も強化する。
【改善方策２-２】
⑴ 　当年度・次年度に取り組む改
善計画
新研究科，新キャンパスの開設
や大学院としての各種取組の増
加に対応するために，大学院長
スタッフとしての大学院教務主任
の増員および事務体制の強化が
必要である。同時に，より機動的
な意思決定を行うために，現行の
大学院委員会の見直しも検討す
る。

　2014年4月に国際日本学研究科博士後期課程が開
設されたほか，2016年度に完成年度を迎える総合数
理学部の3学科との連携を図るため，2017年度か
ら，先端数理科学研究科の専攻が増設され，3専攻
となることが決定された。
　2013年3月28日に設置承認された「大学院組織の
検討に関するワーキンググループ」【2-28-12】に
より，大学院組織改編の方向性について検討がなさ
れた。2013年12月17日の学長スタッフ会議におい
て，今後の検討の方向性として，当面は大学院組織
の改編には着手しないこと，学部に基礎を置く研究
科については基礎となる学部との連携を強化するこ
と，大学院研究科と専門職大学院研究科の連携を強
めること，三つの大学院間の連携を図るための学内
組織を整備することなどが示された。【2-28-13】

大学院組織の検討に関する
ワーキンググループにより，
大学院組織改編の方向性につ
いて検討がなされた。学部に
基礎を置く研究科については
基礎となる学部との連携を強
化すること，大学院研究科と
専門職大学院研究科の連携を
強めること，3つの大学院間の
連携を図るための学内組織を
整備することなど，大学院研
究科間さらには各学部や専門
職大学院各研究科との連携に
向けた施策が示された。

ワーキンググループが示した
検討の方向性をもとに，3つの
大学院間の連携を図るための
学内組織の整備など，連携強
化に向けた，より具体的な施
策を進める必要がある。

2-28-12 大学院組織の検討に
関するＷＧの設置について
2-28-13 大学院組織の将来像
を踏まえた組織構成のあり方
について（案）

法科大学院
【学長方針Ⅱ-４-（3）】
法科大学院における教育と研究
の一層の充実を図り，合格率を上
げるため，法科大学院併設の法
律事務所を設置し，また国家試験
指導センターによる法科大学院
修了生に対する指導体制を充実
させる。

　学長室専門員を座長とする「司法試験制度におけ
る本学の現状に対応したアクションプランを策定す
るワーキンググループ」【2-28-14】による「司法
試験制度における本学の現状に対応したアクション
プラン」【2-28-15】が策定され，司法試験の合格
率を上げるため，入学者の受入れや在学生・修了生
への教育指導のあり方の見直し，国家試験指導セン
ター（法制研究所）の組織運営体制の見直しなど，
多岐にわたる提案がなされた。

ワーキンググループが策定し
たアクションプランにより，
司法試験合格率を上げるため
の具体的取組が示された。国
家試験指導センター（法制研
究所）についても、組織運営
体制の変更による合理化，法
科大学院との有機的連携の推
進，修了生の原則全員所属な
どの改善策が示され，法科大
学院修了生に対する指導体制
の充実に向けた方策が示され
た。

法科大学院併設の
法律事務所の設置
はまだ実現されて
いない。

アクションプランで示され
た，国家試験指導センター
（法制研究所）と法科大学院
との有機的連携をはじめとす
る司法試験合格率上昇につな
がる具体的プランが順次実行
に移されているかを確認す
る。

法科大学院併設の
法律事務所の開設
に当たっては，司
法試験の合格率上
昇につながるよう
な活用方法を考え
る。

2-28-14 司法試験制度におけ
る本学の現状に対応したアク
ションプランを策定するワー
キンググループ委員名簿
2-28-15 「司法試験制度にお
ける本学の現状に対応したア
クションプラン」

Alt＋Enterで箇条書きに

　　　点検・評価項目
　　◎…法令要件の充足を評価する項目
　　●…大学等が掲げる方針や目標の
　　   　　達成状況を評価する項目。

目的・目標

評価 発展計画

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください

効果が上がっている点
E列の現状から記述

改善を要する点
E列の現状から記述

「効果が上がっている点」に対
する発展計画

F列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画
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現状の説明 根拠資料

当年度・次年度対応
Ｇ列にあれば記述

中長期的対応
Ｇ列にあれば記述

Alt＋Enterで箇条書きに

　　　点検・評価項目
　　◎…法令要件の充足を評価する項目
　　●…大学等が掲げる方針や目標の
　　   　　達成状況を評価する項目。

目的・目標

評価 発展計画

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください

効果が上がっている点
E列の現状から記述

改善を要する点
E列の現状から記述

「効果が上がっている点」に対
する発展計画

F列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

a 専門職大学院
【学長方針Ⅱ-４-（4）】
本学における専門職大学院の位
置づけを改善する。特に，教務部
委員会や学生部委員会等学内各
種機関における専門職大学院の
位置づけを適正化する。

【改善方策２-４】
⑴　当年度・次年度に取り組む改
善計画
学内各種機関，会議体における
専門職大学院の位置づけをレ
ビューし，必要な改善を進めてい
く。また，施設・設備の改善につい
ては駿河台キャンパス整備計画
とあわせて具体的に検討してい
く。

　ガバナンス研究科英語学位コースの院生の博士号
取得のニーズに対応するため，大学院にグローバ
ル・ガバナンス研究科が開設された。
　「大学院組織の検討に関するワーキンググルー
プ」【2-28-12】により，大学院研究科との連携，
さらには学部との連携を強化することが確認され
た。【2-28-13】

専門職大学院から博士後期課
程の接続は，ガバナンス研究
科とグローバルガバナンス研
究科の間で図られている。
大学院組織の検討に関する
ワーキンググループにより，
大学院研究科との連携，さら
には学部との連携を強化する
ことが確認された。

大学院研究科との連携を強化
すべく，大学院事務室と専門
職大学院事務室の事務体制な
どにつきさらに検討を進め
る。

2-28-12 大学院組織の検討に
関するＷＧの設置について
（既出）
2-28-13 大学院組織の将来像
を踏まえた組織構成のあり方
について（案）（既出）

（２）付属機関等の教育研究組織の適切性について，定期的に検証を行っているか

a ●教育研究組織の適切性を検証するにあ
たり，責任主体，・組織，権限，手続きを明
確にしているか。

●その検証プロセスを適切に機能させて，
改善に結びつけているか。
　【約500字】

　「大学院組織の検討に関するワーキンググルー
プ」および「司法試験制度における本学の現状に対
応したアクションプランを策定するワーキンググ
ループ」で検討された内容については学長スタッフ
会議【2-28-16】や学長スタッフ研修会【2-28-17】
で定期的に情報共有および検討が行われ，また学長
室だより【2-28-18】を通して学内への活動状況周
知を行った。

学長スタッフ会議の下に設置
したワーキンググループの状
況を定期的に確認し，学長の
下，政策を推進，検証する機
能が確実に運用されている。

2-28-16 学長スタッフ会議次
第
2-28-17 2014年度学長スタッ
フ研修会(春季)資料
2-28-18 『学長室だより』
VOL.22  No.6(No.111)
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基準３　教員・教員組織

現状の説明 根拠資料

当年度・次年度対応
Ｇ列にあれば記述

中長期的対応
Ｇ列にあれば記述

（１）付属機関として求める教員像および教員組織の編制方針を明確に定めているか

a ●＜教員像と教員組織の編制方針＞
専門分野に関する能力，教育に対する
姿勢等，大学として求められる教員像
を明らかにしたうえで，当該付属機関の
理念・目的を実現するために，教員組
織の編制方針を定めているか。また，
その方針を教職員で共有しているか。
　　　　　　　【約４００字】

教員組織の整備
【学長方針Ⅱ-１-（2）】
本学が特色ある教育を実践していく
ため，専任教員比率の適性化や，特
任教員・客員教員等任期付教員の位
置づけ及び任用計画，任用基準の
明確化，また，助教制度の運用を定
着させるとともに，これまでの教員・
教員組織に関する改革成果の検証
を行う。

　「明治大学グランドデザイン2020－ビジョンと施策－」【1-
28-1】に理念目的は明確に定められている。

（２）付属機関等の教育課程に相応しい教員組織を整備しているか

教員の編制方針に沿った教員組織の整備

a ◎方針と教員組織の編制実態は整合
性がとれているか。
　　　　【６００～８００字】

【改善方策３-１】
学部長会で承認された各学部のス
チューデントレシオ（ＳＲ）の目標値に
従い，将来構想委員会等において全
学的な調整を行いながら，各学部の
方針に基づいて教員数のさらなる適
性化を実現する。特任教員の位置づ
け及び定員（任用数）について具体
化する。

　教員組織の適正規模を図るために，大学独自に「専任教員一人
当たりの学生数（スチューデント・レシオ）」を定め，教員数や
収容定員の適正化に取り組み，教育環境の改善に務めてきた【3-
28-1】。この指標に基づき計画的に教員任用と収容定員の適正化
を実行した。その結果，学部全体のＳＲは2009年度の38.1から
2013年度には34.5へと低減し教育の質向上に成果を上げている
【3-28-2：表13-1】また，2014年度以降の特任教員任用計画の策
定方針を決定した。【3-28-3】

専任教員数については，当面
のスチューデントレシオ（Ｓ
Ｒ）の目標値が設定され，特
任教員の任用数についても目
安を設けた。その結果，各学
部のＳＲは全学平均で３．６
ポイント低減したことから，
ＳＲの設定は計画的な教員組
織の改善に結びつき，教育環
境の向上に効果を上げてい
る。また，任期付教員の任用
に関するルールを制定すると
ともに，各学部・研究科等に
対する教員任用計画の提出を
より厳格化した。

国際日本学部と総合数
理学部のＳＲについて
は、具体的な検討を始
め、設定する必要があ
る。
兼任教員比率につい
て、目標値を設定する
必要がある。

総合的教育改革の推進に伴い
生じる可能性のある任期付教
員の任用（兼任講師の退任や
特任教員の採用等）に関して
検討し、必要に応じてルール
を制定する。

国際日本学部のＳＲに
ついて、特任教員数と
の関連も含め具体的に
検討し、設定する。
兼任教員比率の目標値
を設定する。

総合数理学部の適正な
ＳＲについては検討
し、設定する。

3-28-1 学部長会配付資料「各学部
が目標とするスチューデントレシ
オについて」
3-28-2 2012年度明治大学データ集
3-28-3 学部長会配付資料「2014年
度以降の特任教員任用計画の策定
方針」

（４）教員の資質の向上を図るための方策を講じているか

教員の教育研究活動等の評価の実施

a ●教員の教育研究活動の業績を適切
に評価し，教育・研究活動の活性化に
努めているか。
　　　　　　　　【４００字】

教育改善（ＦＤ）の推進，教育評価
【学長方針Ⅱ-５-（8）ア】
今後，ＦＤ活動をより活性化し，有効
に機能させるためには，教員個々人
の教育の重要性に対する意識の向
上が不可欠であり，授業評価アン
ケートの組織的な活用や，教員アン
ケートのフィードバックによる教育改
善（ＦＤ）の推進を図るために関連内
規の改正等の課題を検討していく。
また，本学の学部教育に広く貢献し
ている兼任教員に関しても，それぞ
れの学部で実施されている専任教員
との懇談会などの機会を活用して，
本学の教育目標や現状の理解を深
めていく。
大学院の教育では，少人数教育が
主となる，研究の比重が大きい，特
任・客員教員が多いなど，学部の教
育とは異なる面があり，これらの大学
院教育の特質を踏まえたうえで進め
ていく。大学院所属の兼任講師に関
しても2010年度から導入された大学
院教育懇談会の内容を充実させてい
く。

　教員の資質向上のための研修・諸活動（ＦＤ）については，大
学の設置する機構や各種センター及び委員会が主催し，取り組ん
でいる。新任教員に対しては，教務部の下に設置している教育開
発支援センターＦＤ・教育評価専門部会が責任主体として「新任
教員研修会」を２回構成で開催しており，2013年度は第１回に68
名が出席し，第２回は51名の出席があった。なお，本研修会にお
いては参加者に自由記述アンケートを取っており，その回答内容
を集約し，主催した教育開発支援センター委員会で共有を図って
いる【3-28-4，3-28-5】
　また，教育開発・支援センターで実施している「授業改善のた
めのアンケート」に置いて2012年度までは「学生の満足度」がど
れだけ得れたかを測定していたが、2013年度にはアンケートの設
問を「学生の理解度を得る方法」及び「学生の自主的な学びを促
進する方法」に重点を置き変更をした【3-28-6】。

新任教員研修において，授業
改善のためのアンケートの実
施を呼びかけている。2013年
度前期の専任講師の実施率が
78.16%であり，一定の成果は
あると思われる【3-28-7】。
また，授業アンケート実施数
も例年に比べ大幅に伸びたこ
とから成果はあると思われる
【3-28-8】。

今後，新任教員研修を有効に
行うため，内容について検証
をする。

3-28-4 2013年10月30日開催教育開
発・支援センター運営委員会議事
録（2013-3）
3-28-5 ２０１３年度前期　授業改
善のためのアンケート【教員から
のアンケート集約】
3-28-6 学生による授業改善のため
のアンケート
3-28-7 2013年度前期授業改善のた
めのアンケート（科目別・教員
別）実施率
3-28-8 授業改善のためのアンケー
ト実施科目数

1-28-1 「明治大学グランドデザイ
ン2020－ビジョンと施策－」（既
出）

Alt＋Enterで箇条書きに

　　　点検・評価項目
　　◎…法令要件の充足を評価する項目
　　●…大学等が掲げる方針や目標の
　　   　　達成状況を評価する項目。

目的・目標

評価 発展計画

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください

効果が上がっている点
E列の現状から記述

改善を要する点
E列の現状から記述

「効果が上がっている点」に対
する発展計画

F列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画
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基準４　教育内容・方法・成果   １.教育目標，学位授与方針，教育課程の編成・実施方針

現状の説明 根拠資料

当年度・次年度対応
Ｇ列にあれば記述

中長期的対応
Ｇ列にあれば記述

（１）教育目標に基づき学位授与方針を明示しているか。

a ◎理念・目的を踏まえ，課程修了にあ
たって修得しておくべき学習成果，そ
の達成のための諸要件（卒業要件・修
了要件）等を明確にした学位授与方針
を設定していること。
【約８００字】

【改善方策１】
⑵　長中期的に取り組む改善計画
　未来を見通し，これからの社会を担い，未知の
時代を切り開く力を持つ人材を育成する。そのた
め，学生の学修時間を国際水準，研究力の質の
飛躍，国際化の一層の発展，信頼される地域コ
ミュニティの中核的存在としての確立を図る。

　「明治大学グランドデザイン2020－ビジョンと施策－」
【1-28-1】に理念目的は明確に定められている。

1-28-1 「明治大学グラ
ンドデザイン2020－ビ
ジョンと施策－」（既
出）

（２）教育目標に基づき教育課程の編成・実施方針を明示しているか。

a ◎学生に期待する学習成果の達成を
可能とするために，教育内容，教育方
法などに関する基本的な考え方をまと
めた教育課程の編成・実施方針を設
定していること。
　　　　　　　　　　　　【約６００字】

教育の質向上
【学長方針Ⅱ-５-（1）】
大学に求められた責務を果たし，本学が目指す人
材を育成するため，ナンバリングの検討を含む教
育課程の体系化に取り組むとともに，収容定員の
見直し等による適正規模の実現，大人数教育の
是正による履修者数の適正化，過密化した時間
割の緩和などを通し，学生が主体的に学ぶこと（ア
クティブ・ラーニング）ができる体制を整備する。

　教育の質保証に対応するため、教務部・学長室で協議して
「『明治の教育力』の飛躍に向けた総合的教育改革の実施に
向けて」【4-28-1】をとりまとめて2013年10月23日開催の学
部長会において報告し、2014年1月には各学部・大学院・資
格課程執行部に説明・意見交換を行った【4-28-2】。教育課
程の体系化や学生の主体的学習を可能にする土台づくりとし
て、新たな授業時間割・学年暦の構築に向けて検討中であ
る。

「総合的教育改革」と
して，方向性が明確
化・共有された。

総合的教育改革によっ
て学修時間の確保はな
されるが，教育内容に
ついては今後の検討課
題である。

検討中である新たな授業
時間割について，合意を
形成し，実施準備を行
い、学生が主体的に学ぶ
体制を整備する。

各学部・研究科におい
て教育内容を検討して
もらう。

4-28-1 学部長会配付資
料「明治の「教育力」
の飛躍に向けた 総合的
教育改革の実施につい
て」
4-28-2 『学長室だよ
り』VOL.22
No.5(No.110)

教育環境の整備（施設整備および，授業科目数，
兼任講師依存率の適正化）
【学長方針Ⅱ-５-（3）ア，イ】
教育環境を整備するために，教室事情の改善に
関して教室編成会議などの場において検討を進
め，対応策を実施する。駿河台キャンパスは，教
室事情改善に向けて，今後ともリバティタワーとア
カデミーコモンの改修，新教育棟建設等の検討を
進める。和泉キャンパスは，国際日本学部の中野
キャンパス移転後も引き続き新教育棟の建設を含
む教室事情の改善を図り，また生田キャンパス
は，老朽化した校舎を改築するとともに，それを円
滑に進めるための教室利用について検討する。
授業科目数・設置コマ数・兼任講師依存率の適正
化を図るために，引き続き実態の調査を進めると
ともに，教育の質の向上を図ることを前提としなが
ら，可能な範囲で，これらの縮減を進める。

　教育環境を整備するために，駿河台，和泉キャンパスにお
ける教室事情の改善に関して検討を進めた。駿河台キャンパ
スの教室事情改善のために2010年度に設置した「教室編成会
議」（駿河台）において2013年度も検討を重ねた【4-28-
3】。また、2012年に決定した「駿河台Ｃ地区整備計画に伴
う大学院等関連施設の移転に伴う空きスペースの利用構想
（修正）」に従って、2014年度から段階的に教室の増設に着
手している。2013年4月に開設した中野キャンパスにおいて
は，Ⅱ期工事の要望とも合わせ，教室を含む施設設備全般に
ついて中野キャンパス運営委員会で検討した【4-28-4】。ま
た，授業科目数・設置コマ数・兼任講師依存率の適正化を図
るために，実態の調査を進めた【4-28-5】。

「教室編成会議」にお
ける検討が、学年暦・
時間割編成の改善検討
へと発展し、総合的教
育改革実施の端緒と
なった。「駿河台Ｃ地
区整備計画に伴う大学
院等関連施設の移転に
伴う空きスペースの利
用構想（修正）」の段
階的実施によって、
2015年度にはリバティ
タワーに中大教室1、ア
カデミーコモンに教室4
を増設できることに
なった【4-28-6】。

教育環境の整備、とり
わけ駿河台地区におけ
る自習スペースの確保
は焦眉の課題となって
おり、「駿河台Ｃ地区
整備計画に伴う大学院
等関連施設の移転に伴
う空きスペースの利用
構想（修正）」の実施
が保留になっている
「オープン自習室」あ
るいはそれと同様の役
割を果たすスペースの
確保が必要である。
総合的教育改革の実施
に連動して設置コマ数
のスリム化、隔年開講
科目の増加などの方策
を実施して時間割の過
密化を改善する必要が
ある。

「教室編成会議」での議
論が総合的教育改革の端
緒となったように、全学
レベルでの課題の洗い出
し、改善項目の確認を実
施する必要があるため、
全学レベルでの議論を提
起しつつ総合的教育改革
を軌道に乗せる必要があ
る。

「駿河台Ｃ地区整備計
画に伴う大学院等関連
施設の移転に伴う空き
スペースの利用構想
（修正）」の段階的実
施を着実に遂行し、駿
河台地区における教室
数を増やしていく。ま
た、中野キャンパスの
Ⅱ期工事は、先送りに
出来ない重要課題であ
り、その計画を早急に
詰める必要がある。
総合的教育改革に関す
る全学レベルの討議を
促進する。

総合的教育改革の実施
によって、学部間共通
科目の充実、学部カリ
キュラムの簡素化、設
置コマ数の削減を実現
する。

4-28-3 教室編成会議資
料
4-28-4 中野キャンパス
運営委員会議事録
4-28-5 授業科目数・設
置コマ数・兼任講師依
存率調査結果
4-28-6 理事会資料「駿
河台Ｃ地区整備計画に
伴う2015年度跡地改修
工事（仮称）の実施に
ついて」

教育環境の整備（完全セメスター制度と学期名称
の変更）
【学長方針Ⅱ-５-（3）ウ】
本学では国際日本学部及び一部の研究科英語
コースで9月入学を導入していますが，教育のグ
ローバル化への対応を図るため，全学的な9月入
学への対応について，その前提となる完全セメス
ター制の定着を含めて検討を進める。学期の呼称
も，従来の前期・後期から春学期・秋学期等,適切
なものに変更していく。

　教育のグローバル化への対応を図るために，国際日本学部
で2011年度から部分的に導入した９月入学については，実施
機関の拡充を各機関の検討に委ねている。2013年度から「春
学期」「秋学期」を制度化し、完全セメスター制への移行の
前提である半期制についてはほぼ全学的に達成することがで
きた。

グローバル化への対応
策として完全セメス
ター制あるいはクォー
ター制への移行につい
ての全学的検討が進ん
でいない。

グローバル化を前提と
した総合的教育改革を
各学部レベルにおいて
検討を深める。

グローバル化のための
土台作りをした上で、
学部の独自性を生かし
た簡素なわかりやすい
カリキュラムの再構築
を実施する。

Alt＋Enterで箇条書きに

　　　点検・評価項目
　　◎…法令要件の充足を評価する項目
　　●…大学等が掲げる方針や目標の
　　   　　達成状況を評価する項目。

目的・目標

評価 発展計画

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください

効果が上がっている点
E列の現状から記述

改善を要する点
E列の現状から記述

「効果が上がっている点」に
対する発展計画

F列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画
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現状の説明 根拠資料

当年度・次年度対応
Ｇ列にあれば記述

中長期的対応
Ｇ列にあれば記述

Alt＋Enterで箇条書きに

　　　点検・評価項目
　　◎…法令要件の充足を評価する項目
　　●…大学等が掲げる方針や目標の
　　   　　達成状況を評価する項目。

目的・目標

評価 発展計画

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください

効果が上がっている点
E列の現状から記述

改善を要する点
E列の現状から記述

「効果が上がっている点」に
対する発展計画

F列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

（４）教育目標，学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針の適切性について定期的に検証を行っているか

a ●教育目標，学位授与方針および教
育課程の編成・実施方針の適切性を
検証するにあたり，責任主体・組織，
権限，手続を明確にしているか。ま
た，その検証プロセスを適切に機能さ
せ，改善につなげているか。
　　　　　　　　　　　　【約４００字】

　10年後の本学の将来像を示した「明治大学グランドデザイ
ン2020－ビジョンと施策－」【1-28-1】に教育目標を定めて
いるが，検証プロセスは定められていない。

明治大学グランドデザ
イン自体の検証や見直
しに着手できていな
い。

明治大学グランドデザ
インの検証を行う。
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基準４　教育内容・方法・成果   ２. 教育課程・教育内容

現状の説明 根拠資料

当年度・次年度対応
Ｇ列にあれば記述

中長期的対応
Ｇ列にあれば記述

（１）教育課程の編成・実施方針に基づき授業科目を開設し体系的に編成しているか

必要な授業科目の開設状況

1

b ◎幅広く深い教養及び総合的な判断
力を培い，豊かな人間性を涵養する教
育課程が編成されていること
　【２００字～４００字程度】

グローバル３０と国際連携の推進
【学長方針Ⅱ-２-（1）】
本学は，①2013年度に留学生1,600名，外
国人教員比率6.6％に引上げること，②英
語コースの拡充，③「国際教育パートナー
ズ」による「留学促進共同プラットフォーム」
の構築，④海外拠点形成などを通じた戦略
的な国際連携の推進，⑤日本文化，日本
の技術，社会システムなどの情報発信，な
どを柱とした「グローバルコモン・プログラ
ム」を引き続き推進する。

　教育のグローバル化を進めた結果，日本学生支援機構（ＪＡＳＳＯ）奨学
金の採択の増加【4(2)-32-9】や学内奨学金の充実【参照：基準６】もあ
り，外国人留学生の受入数が 1,187名（2014年5月時点）【4(2)-28-2※】
に，海外派遣学生数は312名から847名にまで増加した【4(2)-28-3：表19・
20】。2013年度の外国人教員比率は学部全体で6.0％と2012年度から0.2％減
【4(2)-28-4：表14】となったものの，2014年度には英語による講義を担当
できる特任教員3名を任用し全学的な態勢体制整備の端緒とした。
　英語コースの拡充については，英語科目のみで学位を取得できる教育課程
を６コース開設している。また，海外協定校236校中，部局間協定は42校と
なっている（2014年度5月現在）【4(2)-28-5：13頁～25頁「学部間・研究科
間協定留学」】【4(2)-28-6：10～25頁】。クールジャパンプログラムなど
夏期短期プログラムの設置や，語学教育プログラム，海外研修プログラムも
拡充した。さらに大学間学生交流協定の増大や学部でのプログラムの多様化
に伴い，送り出し学生数も増大している。
　また，中国北京でのＪＴＢと連携した拠点に加え，タイ・バンコクでのア
セアンセンター設置準備を行い，将来的な学生交流，留学生リクルート，ア
セアンでの活動の強化などの基盤づくりができた。

4(2)-32-9 4(2)-28-1 平
成24年度留学生交流支援
制度（ショートステイ・
ショートビジット）採択
プログラム一覧
4(2)-28-2 確認中。
4(2)-28-3 2012年度明治
大学データ集（既出）
4(2)-28-4 2012年度明治
大学データ集（既出）
4(2)-32-7 4(2)-28-5
2013年度版海外留学の手
引き
4(2)-32-8 4(2)-28-6 明
治大学グローバル人材育
成推進事業パンフレット

2

高大連携及び付属校との連携
【学長方針Ⅱ-５-（6）】
【改善方策４-２-13，14】
付属校は，明治大学の将来を担う核となる
人材を育成する役割がある。「明治大学及
び明治大学付属明治高等学校・中学校の
教育連携推進委員会」「明治大学と明治大
学付属中野高等学校・同中学校及び明治
大学付属中野八王子高等学校・同中学校
の教育に関する連絡協議会」において，付
属校と大学で，連携の現状と課題，解決方
向についての認識を共有し，改善を進めて
いく。
また，本学の全国ブランドの強化，質の高
い学生の確保，社会状況の変化に対応で
きる優れた人材の育成といった観点から，
付属校以外の全国の高等学校との連携に
ついても，将来構想委員会全学共通基本
構想専門部会の下に設置された付属校Ｗ
Ｇにおいて検討していく。

　高大連携事業として，付属校とは，プレカレッジプログラム，高大連携講
座，特別進学指導講座などを実施した。「明治大学と明治大学付属明治高等
学校・中学校の教育連携推進委員会」を開催し，大学と付属校の間で問題の
認識共有をはかり，高大連携事業の制度変更の実施に着手した。また，「明
治大学と明治大学付属中野高等学校・同中学校及び明治大学付属中野八王子
高等学校・同中学校の教育に関する連絡協議会」を開催した【4(2)-28-
7】。
高大連携協定を結んだ高校への出張講義，同高校側から本学へのキャンパス
見学や講座等への受け入れを行った。

4(2)-28-7 明高中との取
組規程及び議事録等

大学間連携による教育の充実
【学長方針Ⅱ-５-（10）】
本学の教育・研究資源と他大学の教育・研
究資源の有機的な連携を図り，活性化させ
ることを通じて相互の教育・研究の質を高
め，その成果を学生や社会に還元していく
ことを目的に，今後も新たな大学間の連携
を積極的に図っていく。
また，すでに連携している東京医科歯科大
学（相互の教育研究資源の有効活用），信
州大学（長野県産学官連携活性化），鳥取
大学及び鳥取県（経営・経済，マンガ研究，
生涯教育等による鳥取県活性化），広島大
学及び龍谷大学，静岡大学，国際大学な
ど，これらの大学との間では，それぞれに
具体的な交流プログラムを実行していく。
なお，東日本大震災被災大学に対しては，
大学間連携協定の有無にかかわらず，必
要な支援を行っていく。

　2012年度までに連携している東京医科歯科大学，信州大学，鳥取大学及び
鳥取県，広島大学，龍谷大学，静岡大学などとの間では，それぞれに具体的
な交流プログラムを実行し，2013年度に連携協定を締結した聖マリアンナ医
科大学についても連携事業の具体化を進めた。また，2012年度から立教大学
及び国際大学と共同で推進している大学間連携共同教育推進事業「国際協力
人材育成プログラム」では9科目が開講され、明治大学学生は延人数で107名
が単位を修得した。特に、夏季集中で国際大学浦佐キャンパスで開講された
「国際協力リテラシー」では14名が単位を修得した。なお，2013年1月に系
列法人化協定が結ばれた国際大学とは、2014年5月に大学院合同説明会
【4(2)-28-5】を実施し，2014年4月から職員間の交流も開始した。
今後は，本学学部教育の英語で行う科目や国際教育プログラムへの国際大学
の協力，本学大学院・専門職大学院各研究科と国際大学との間での単位互換
等を検討し，実現していく。

「国際協力人材育成プログラ
ム」事業で開講された科目で
は明治大学の単位修得者が延
人数で100名を超えた。これら
の履修者の中には、その後協
定校に留学するケースがあ
り、また、立教大学学生との
交流の意義も大きい。大学間
をまたぐ「グローバル人材育
成」のひとつの有効なモデル
を提示することができた。

「国際協力人材育成プ
ログラム」参加学生に
対して、次のステップ
につながるプログラム
を提示する必要があ
る。国際大学と連携を
図りながら、明治大学
における英語科目の拡
充、それらの科目の先
取り履修等による明治
大学大学院、国際大学
への進学につながるよ
うなパスを構築するこ
とが有効である。

　大学間連携で効果が上がってい
るケースについては，これまでの
連携を継続すると同時に，連携プ
ログラムをさらに発展させる必要
がある。また，連携の協定を結ん
だものの，実質的な活動がない
ケースについては，実質的な活動
をともなったものとするか，連携
の必要性がなくなったのであれ
ば，連携を見直すことも行う。
　なお，国際大学との連携におい
ては，大学間連携共同教育事業を
推進するとともに，系列法人化に
伴う教学連携のプランとして，既
存の国際教育プログラムやイング
リッシュトラックの充実，留学生
獲得，インターンシップ，研究関
連など，多角的視野から連携の可
能性を探り，実現可能な部分から
推進していく。

国際大学と連携し
て、学部、研究科に
おける英語科目の拡
充を図る。

「国際協力人材」と
して活躍できる学生
を育成するために、
５年間で修士課程を
できる英語教育プロ
グラムを設置する。
進学先としては、明
治大学大学院および
国際大学を想定す
る。

4(2)-28-8 学長スタッフ
会議配付資料「大学院合
同説明会」

Alt＋Enterで箇条書きに

　　　点検・評価項目
　　◎…法令要件の充足を評価する項目
　　●…大学等が掲げる方針や目標の
　　   　　達成状況を評価する項目。

目的・目標

評価 発展計画

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください

効果が上がっている点
E列の現状から記述

改善を要する点
E列の現状から記述

「効果が上がっている点」に対する発
展計画

F列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画
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現状の説明 根拠資料

当年度・次年度対応
Ｇ列にあれば記述

中長期的対応
Ｇ列にあれば記述

Alt＋Enterで箇条書きに

　　　点検・評価項目
　　◎…法令要件の充足を評価する項目
　　●…大学等が掲げる方針や目標の
　　   　　達成状況を評価する項目。

目的・目標

評価 発展計画

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください

効果が上がっている点
E列の現状から記述

改善を要する点
E列の現状から記述

「効果が上がっている点」に対する発
展計画

F列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

教育課程の適切性の検証プロセスの明確化とその有効性

d ●教育課程の適切性を検証するにあ
たり，責任主体・組織，権限，手続を明
確にしているか。また，その検証プロセ
スを適切に機能させ，改善につなげて
いるか

グローバル３０と国際連携の推進
【改善方策２-１】
⑴　当年度・次年度に取り組む改善計画
2013年度にはＩＡＵ(国際大学協会)のＩＳＡＳ
（国際化コンサルテーション）を受ける予定
であり，今までの国際化の実績，問題点を
洗い出し，今後の国際化の拡充につなげ
ていく。

　教育の国際化のあり方について外部の視点から検証するために，2013年度
3月に国際機関「国際大学協会（ＩＡＵ）」から，外部評価を受けた。国際
連携機構を中心に全学的な実施組織を設け，ＩＡＵの提供する「ＩＡＵ
International Strategies Advisory Services（ＩＳＡＳ）」に対応し，昨
年採択されたグローバル人材育成推進事業，大学の世界展開力強化事業，さ
らには2013年度が最終年度になるグローバル30事業等で展開している本学の
国際化戦略の達成目標の適切性や，政策上の過不足などについてアドバイス
を受けた。ＩＳＡＳは自己評価とピアレビューからなる８カ月程度のプロセ
スであり，ＩＳＡＳの提供する量的な評価指標，質的な評価指標に沿って国
際化の目標，取り組み，成果の整合性を検証していくことで，国際通用性あ
る教育の質保証に資するものとなっている【4(2)-28-6】。

計画通りにＩＳＡＳを実施で
き，(1)国際戦略の明確化，
(2)ガバナンス改革，(3)協定
校レビューと新規開拓，(4)海
外学生のリクルート，(5)外国
語教育，(6)学位プログラム，
(7)教育の国際化，(8)カリ
キュラム・教授法，(9)FDと
SD，(10)キャンパスの国際
化，(11)留学生の受け入れ政
策，(12)留学と学生交換と幅
広いアドバイスを受けた。

年度末に実施したた
め、ＩＳＡＳ実施後の
対応は次年度以降の課
題になっている。

3年後を目安に再度ＩＳＡＳによる
外部評価を受け，2014年の実施時
に示された課題について改善が見
られたか客観的な評価を受ける。

ＩＳＡＳの最終報告
書の内容を精査し改
善方針を明確にする
ための学長主導のタ
スクフォースを設置
する。

ＩＳＡＳに限らず，
国際機関の専門家に
よる外部評価を定期
的に実施できる体制
を整備して常に国際
的な見地を確保す
る。

4(2)-32-23 4(2)-28-6
ＩＳＡＳ関連資料
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基準４　教育内容・方法・成果   ３.教育方法

現状の説明 根拠資料

当年度・次年度対応
Ｇ列にあれば記述

中長期的対応
Ｇ列にあれば記述

（１）教育方法及び学習方法は適切か

教育目標や教育課程の編成・実施方針と授業形態（講義科目、演習科目、実験実習科目、校外学習科目等）との整合性

a ◎当該付属機関の教育目標を達成す
るために必要となる授業の形態を明ら
かにしていること　　　【約８００字】

教育の情報化の推進
【学長方針Ⅱ-５-（4）】
次世代の教育と情報のコアス
テーションと位置づけている次期
Oh－o!Meijiシステムの本格的な
運用開始により，Meiji Mailをはじ
めとした基幹システムとの連携
を実現した全学規模のポータル
システムが整備される。スマート
フォン対応，ｅポートフォリオ，授
業以外での学修支援システムな
どにより，教育の場における統
合的情報環境を提供する。

　2013年度から，eポートフォリオなど新たな機能を
そなえたOh-o!Meijiシステムの運用が開始され，情報
環境が充実した【4(3)-28-1】。

4(3)-28-1 2013年度「Oh-
o!Meijiシステム」案内リーフ
レット

Alt＋Enterで箇条書きに

　　　点検・評価項目
　　◎…法令要件の充足を評価する項目
　　●…大学等が掲げる方針や目標の
　　   　　達成状況を評価する項目。

目的・目標

評価 発展計画

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください

効果が上がっている点
E列の現状から記述

改善を要する点
E列の現状から記述

「効果が上がっている点」に
対する発展計画

F列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画
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基準５　学生の受け入れ　

現状の説明 根拠資料

当年度・次年度対応
Ｇ列にあれば記述

中長期的対応
Ｇ列にあれば記述

（２）学生の受け入れ方針に基づき，適切に学生募集及び入学者選抜を行っているか

a ●学生の受け入れ方針と学生募集、入
学者選抜の実施方法は整合性が取れ
ているか。（公正かつ適切に学生募集
及び入学者選抜を行っているか，必要
な規定，組織，責任体制等の整備して
いるか）【約４００字】

留学生増大と支援体制の強化
【学長方針Ⅱ-２-（2）ア，イ，エ】
本学の受入れ留学生数は近年
急増し，2012年度は1,168名
（2012年5月暫定値）に増大した
（学部生836名，博士前期・後期
課程332名）。引き続き，ウェブ出
願等入試制度の改革や英語に
よる授業の充実，学生宿舎の充
実など留学生受入れ体制の整
備を進めとともに，アジアだけで
なく，留学生の出身国の多様化
にも注力する。就職支援体制な
ど出口政策も強化し，入口から
出口までの一貫した留学生受入
れを進める。

　2013度の受入れ留学生は1,162名，うち学部生は835
名，博士前期課程281名，博士後期課程46名であった
【5-28-1：表19】。
　学生交換を含む協定校について，数及び対象国の拡
大を図り，協定校の拡充を図った。Web出願システム
による国際日本学部English Trackの入試を実施し，
効果的に機能している。さらに2013年度開講の理工学
研究科建築学専攻国際プロフェッショナルコースへの
出願も同システムを採用した。就職支援体制について
は，主に日本での就職を望む1・2年生の留学生に対
し，グローバル人材育成ワークショップなどの活動を
行なった。

前年よりも留学生
数が増加してい
る。Web出願シス
テムを使用する学
部・研究科が増
え、より効果的に
機能している。

大学院への留学生
が前年より減少し
ている。

Web出願システムを一部学
部・研究科の一部の入試形
態だけでなく、より広く用
いる。

国内では、全研究
科の合同説明会、
海外では留学フェ
ア等に参加し、よ
り多くの学生に対
面での説明を行
う。

協定校との密接な
関係を構築し、定
期的に留学生の受
け入れと送り出し
が行われる体制を
構築する。

5-28-1 2012年度明治大学
データ集（既出）

（４）学生募集及び入学者選抜は，学生の受け入れ方針に基づき，公正かつ適切に学生選抜が実施されているか，定期的に検証を行っているか

a ●学生の受入れの適切性を検証するに
当たり、責任主体・組織、権限、手続き
を明確にしているか。また、その検証プ
ロセスを適切に機能させ、改善につな
げているか。
　　　　　　　　　　　　　　　【４００字】

入試制度の点検
【学長方針Ⅱ-５-（2）】
各種の入試については，一般入
試も含め，入試結果の分析を行
い，質の高い志願者を安定的に
確保するため，さらに実効性の
高い入試制度になるように検討
を続ける。

　一般入試に関しては、各学部がアドミッションポリ
シーを策定し、学部教授会において入試形態別募集人
数を定める際に検証を行う体制を取っている。また、
全学部統一入試に関しては学長を委員長とする全学部
統一入試委員会が責任主体となっている。
　一般入試，センター入試，全学部統一入試の志願者
総数は，2007年度から８ヵ年にわたり10万人を超えて
おり，2014年度入試においては志願者数が105,512名
で，一般入試志願者数全国２位となっている【5-28-
2，5-28-3】。
　また，現行の大学入試センター試験に代わる「達成
度テスト・発展レベル（仮称）」や国際化に対応でき
る入試制度導入について情報収集と検討を開始した
【5-28-4】。

各学部において、
入試結果の分析と
共に入学後の学業
成績などの追跡調
査とを連動させて
いる。

全学部統一入試に
関しては、入学セ
ンターにデータが
蓄積されているこ
とから、その利用
に関し、方向性を
含め、活用方法に
関して、全学的に
検討を始める必要
がある。

引き続きＡＰならびに入試
形態別募集人数の定期的な
検証を行う。

複数学部あるいは
全学部に関わる入
試データにつき、
取り扱いや方向性
について入学セン
ターを中心に検討
を始める。

5-28-2 2014年度志願者数日
計表
5-28-3 2014年度一般入試主
要私立大学志願者状況
5-28-4 学長スタッフ会議検
討事項一覧
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基準７　教育研究等環境

現状の説明 根拠資料

当年度・次年度対応
Ｇ列にあれば記述

中長期的対応
Ｇ列にあれば記述

７－１　校地・校舎及び施設・設備

（１）教育研究等環境の整備に関する方針を明確に定めているか

1 a ●　学生の学修，教員の教育研究の環境
整備に関わる方針を，当該大学の理念，
目的を踏まえて，定めているか。

施設整備・運用
【学長方針Ⅱ-１０】
本学の施設については，2007年
度の大学基準協会による認証
評価において，バリアフリー化
の必要性が強く指摘されてお
り，今後の施設整備に関して，
バリアフリーをより一層促進する
ことを基本として実施していく。

　駿河台キャンパスについては，2013年3月にグローバルフ
ロントが竣工した。また，グローバルフロント完成後のＬ
Ｔ・ＡＣ等の再編について議論し，教育研究環境の充実のた
めの改修計画を策定した【7-28-1】。生田キャンパスと和泉
キャンパスについては，それぞれのキャンパスのグランドデ
ザインで大学院の研究・教育に関連する施設の建設案が示さ
れている。中野キャンパスについては，第Ⅱ期計画の早期策
定・着工に向けて，関係部署等からの要望について取りまと
めを行い，学長スタッフ会議等で議論を重ねた。

各施設整備計画に基づ
き，環境改善が図られ
ている。

引き続き，各施設整備計
画に基づき，施設整備を
推進していく。

7-28-1 理事会資料「駿河台Ｃ
地区整備計画に伴う跡地改修
工事（仮称）の推進につい
て」

（２）十分な校地・校舎および施設・設備を整備しているか

2 a ●　方針に沿って，施設・設備，機器・備品
を整備し，管理体制や衛生・安全を確保す
る体制を備えているか。

施設整備・運用（駿河台キャン
パス）
【学長方針Ⅱ-１０-（1）】
本学の施設については，2007年
度の大学基準協会による認証
評価において，バリアフリー化
の必要性が強く指摘されてお
り，今後の施設整備に関して，
バリアフリーをより一層促進する
ことを基本として実施していく。

　2013年1月に新教育研究棟・グローバルフロントが完成
し，大学院，研究・知財戦略機構，国際連携機構が移転した
ことを受け，駿河台Ｃ地区整備計画に伴う跡地改修工事計画
案を策定した【7-28-1】。改修工期待ちのスペースについて
は，各部署の希望により一時的な利用を行い，有効活用を
図っている。

グローバルフロントの
竣工および駿河台Ｃ地
区整備計画に伴う跡地
改修工事計画案によ
り，教育・研究のス
ペースが拡充され，環
境改善が図られてい
る。

2014年度には，駿河台Ｃ
地区整備計画に伴う跡地
改修工事計画に基づきリ
バティタワー19階，21
階，アカデミーコモン7階
の改修を行い，新規オー
プン自習室の設置等を行
う。

7-28-1 理事会資料「駿河台Ｃ
地区整備計画に伴う跡地改修
工事（仮称）の推進につい
て」（既出）

4 施設整備・運用（生田キャンパ
ス）
【学長方針Ⅱ-１０-（3）】
第二校舎1号館と3号館撤去後
の中央校舎北側広場の整備に
ついて検討するとともに，安全
管理室の設立と実質的運用を
進める。

　農学部の新たな実験研究棟となる生田第一校舎６号館が完
成し，その竣工式が4月18日にとり行われた【7-28-2】。第
二校舎３号館の解体工事が終了した。現状の跡地は，第二校
舎１号館の跡地とともに一時避難場所に指定しているが，砂
利敷きの空き地のままである。生田キャンパスとして「第一
校舎新1号館の建設に関する調査」「第二校舎１，３号館跡
地整備」「校地の拡充」の３点を重点項目として学長理事ヒ
アリングにおいて理工学部。農学部の時間を双方で割いて説
明をしたが，すべて認められなかった【7-28-3】。生田グラ
ンドデザインを見直して，都市計画提案制度に基づく建物更
新，整備計画を考える方向を検討した。
　生田キャンパスの検品室は東管理棟２階（廃液処理室）に
設置し，2014年度4月から運用を開始した。
　学校法人明治大学生田安全管理センター規程の施行に伴う
同センターが11月に開設された。初代センター長は三木学務
担当常勤理事が指名された【7-28-4】。
　防災訓練を9月17日に実施した。第一部研究室からの避難
訓練には参加者230名（うち学生195名），第二部防災訓練に
は参加者210名（うち学生148名）が参加した【7-28-5】。

安全管理センターの活
動が始まり，生田キャ
ンパス全体として安全
管理の改善が見込まれ
る。
防災訓練では夏休み期
間中にもかかわらず多
くの教員・学生の参加
があった。

一時避難場所である空
地が砂利敷きのままで
あり，避難場所として
は危険であるだけでな
く，キャンパスとして
の景観も良くない。

安全管理センターの運用
を実質的に行っていく。
防災訓練は毎年行う。

学長，教務担当理事・
学務担当理事ヒアリン
グでは生田キャンパス
としての時間を定めて
現状を説明する。

都市計画提案制度に基
づく整備計画を実現す
る。

7-28-2 農学部ニュース
http://www.meiji.ac.jp/agri
/info/2014/6t5h7p00000hid7l
.html
7-28-3 2014年度「教育・研究
年度計画書」に関する学長，
教務・学務担当理事ヒアリン
グ実施にともなう重点項目
7-28-4 生田キャンパス教育研
究環境整備委員会議事録
（2013年2月25日）
7-28-5 生田キャンパス防災訓
練実施報告書（2013年10月2日
生田キャンパス課）

5 施設整備・運用（中野キャンパ
ス）
【学長方針Ⅱ-１０-（4）】
中野キャンパスの建設計画は，
第1期計画については2013年の
開校に向けて着実に進められて
いるが，都や区の都市計画（高
度利用地域）との関係からも第2
期計画の早期策定・着工に取り
組む。

　中野キャンパスの建設計画は，Ⅰ期，Ⅱ期に分かれて実施
され，Ⅰ期計画が竣工し国際日本学部，理工学研究科建築プ
ロフェッショナルコース等が移転し，総合数理学部が2013年
４月に開設した。

開設当初から、中野区
や警察、地元商店街等
地域との連携はスムー
ズである。社会連携プ
ログラムも推進してい
る。また、Ⅱ期工事計
画案についても、教学
からは、将来構想委員
会および学部長会の了
承を得て、理事会に提
出している【7-28-

都や区の都市計画（高
度利用地域）との関係
からも、Ⅱ期工事の早
期着工が望まれるが、
法人全体の施設整備計
画がされない中で、進
展していない。

法人全体の施設整備計画
の開示を求めるととも
に、中野キャンパス連絡
協議会の早期再開を法人
側にはたらきかける。

総合数理学部完成年度
である2016年度には、
一期工事部分（現高層
棟と低層棟のみでは、
狭隘となること予測さ
れる。短期的対応とし
ては、このことが急が
れる。

教学が提出したⅡ期工
事案は明治大学東京国
際マンガミュージアム
の構想を取り入れる形
で構成されているが、
法人全体の施設計画の
なかで同ミュウージア
ムについての動向を視
野にいれながら中長期
的対応がとられなけれ
ばならない。

7-28-6 『学長室だより』
VOL.22  No.5(No.110)
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6 研究支援体制の整備（施設・設
備の充実）
【学長方針Ⅱ-３-（4）ア】
各キャンパス研究施設・設備の
充実は極めて重要である。大型
の外部研究資金によるプロジェ
クト，民間との共同研究等を行う
ための研究スペースは著しく不
足しており，研究の進展に支障
を来たしているキャンパスもある
ので，各キャンパスの状況に応
じた施設を整備する。駿河台
キャンパスでは共同研究を推進
していくスペースを含むＣ地区の
研究ラボタワー（仮称）の2013年
度使用開始を踏まえ，研究支援
体制の整備を一層促進してい
く。
中野キャンパスには，先端数理
科学インスティテュート（ＭＩＭＳ）
の移転等も予定されており，併
せて移転する既存学部・研究
科，新設される総合数理学部に
対応する研究推進体制及び事
務体制を整備する。

　駿河台キャンパスＣ地区に,グローバルフロントが完成
し，共同研究室の募集を行った。今後も毎年募集を行うため
に，年度ごとの部屋数と年限を定めた【7-28-7，7-28-8】。
　一方，生田キャンパスでは第一校舎６号館が竣工したが，
未だに研究スペースは不足している。和泉キャンパスでは,
依然として研究スペース不足が深刻である。中野キャンパス
については研究スペースのみならず，教育用のスペース不足
も深刻になっている。
　また,地域産学連携研究センター（略称「生田連携セン
ター」）では施設見学会を実施したが，利用実績は必ずしも
良好とは言えない【7-28-9，7-28-10】。

グローバルフロントの
共同研究室の募集は将
来にわたって外部資金
獲得者が利用できるよ
うに計画がなされてい
る。

依然として不足してい
る各キャンパスの研究
スペースの確保に努め
る。

大型研究などにもグロー
バルフロント共同研究室
を利用できるように余裕
を持った運用を今後も
行っていく。

中期計画に研究スペー
スを盛り込む。

7-28-7 グローバルフロント共
同研究室利用申請書
7-28-8 グローバルフロント内
共同研究室施設管理・利用内
規
7-28-9 明治大学地域産学連携
研究センター2013年度活動報
告書
7-28-10 生田連携センター施
設見学会のお知らせ
http://http://www.meiji.ac.
jp/cii/news/2013/6t5h7p0000
0g8a68-
att/a1378100949622.pdf

7 学生スポーツの振興（明治大学
スポーツパーク（仮称）計画の
推進）
【学長方針Ⅱ-６-（4）ア】
この計画は，本学体育会の練習
環境の抜本的な整備と住環境
の改善が直接の目的である。同
時に，カレッジスポーツにおける
本学の存在感を高め，本学に多
くの若者を惹きつけ育成するこ
とによってアマチュアスポーツの
受け皿づくりに貢献することも目
指している。練習環境・住環境
の整備などのハードと，食生活
の改善やリハビリなどのソフトの
両面にわたる整備を，体育会各
部の指導体制の刷新・強化や，
部の運営における「遅れた側
面」の改善にも繋げていき，
2015年4月開設に向けて，関係
諸機関と最終的な調整を推進す
る。

「明治大学スポーツパーク（仮称）等整備委員会規程」（資
料6-1-1）に基づいて設置された明治大学スポーツパーク
（仮称）等整備委員会（以下，委員会という）（委員長：松
本総務担当常勤理事）の下で，行政協議と着工に向けた諸準
備が進められた。
2012年4月に，スポーツパーク（仮称）とスポーツ科学部
（仮称）の具体的な準備を進めるために「南多摩キャンパス
設置準備室（以下，準備室）」が設置された。
行政協議と着工に向けた具体的な準備作業は，準備室と，委
員会の下に設置された「明治大学スポーツパーク（仮称）建
設分科会」（以下，分科会という）によって進められた。準
備室および分科会は，一方で開発許可取得のために必要な行
政協議等に関する議論・作業を進めると同時に，他方では施
設建設のための基本設計に係わる作業を進めた。
分科会での具体的作業と委員会での決定を経て，（資料6-1-
3，6-1-4），2012年4月に東京都環境保全審議会に「明治大
学スポーツパーク（仮称）整備計画　自然環境保全計画書」
（資料6-1-5）を提出し，2013年4月末に開発許可相当を取得
し，2013年末には建設工事着工を予定できるところまで当初
計画を具体化できた。
また，委員会の下で，八幡山グラウンド売却計画を推進し，
必要な行政協議を重ねた。

（４）教育研究等を支援する環境や条件は適切に整備されているか

1 a ●　学生の学修，教員の教育研究の環境
整備に関わる方針に沿って，施設・設備，
機器・備品を整備し，管理体制を備えてい
るか。
●教育研究等環境の適切性を検証するに
あたり，責任主体，組織，権限，手続きを
明確にし，その検証プロセスを適切に機能
させ，改善につなげているか。

グローバル30と国際連携の推
進（海外拠点の拡充）
【学長方針Ⅱ-２-（1）エ】
本学は2007年度開設のマレー
シア・サテライト・オフィスに加
え，2011年7月にＪＴＢと連携し，
北京サテライト・オフィスを設置
した。今後，①留学生獲得のた
めの中国での情報収集及び調
査，②日本語学校，現地高校等
にかかわる情報の収集・連携及
び本学の知名度向上活動等を
行う。
本学の国際戦略に合致した地
域については，新しい海外拠点
の整備及び設置を検討する。
タイ・バンコクに設置予定のアセ
アンセンター（仮称）を中心に，
アセアン諸国との学術連携を強
めていく。

　2012年度末時点で開設されていた海外拠点は，マレーシア
のクアラルンプールおよび中国の北京の2カ所だった。この
うち、中国では，北京以外の拠点事務所（上海および大連）
について，当初の想定ほど活用が進まなかったことから，そ
の機能を北京の拠点事務所に集約した。北京では，ＪＴＢの
現地関連法人（基希諮詢（北京）有限公司）が運営する大学
共同利用事務所「ＪＣＳＩＪ北京事務所」に入居するとも
に，同社に現地での広報活動等の連絡調整を業務委託してい
る。　また，政治経済学部，情報コミュニケーション学部，
理工学部，経営学部，農学部などがタイを中心にアセアン諸
国の大学との学生交流を活発化させてきている事を背景に，
バンコクの拠点事務所をアセアンにおける本学の拠点（アセ
アンセンター）とし、2013年度から供用を開始した。「日本
ASEANリテラシーを重視した実務型リーダー育成プログラ
ム」が、文部科学省・平成24年度「大学の世界展開力強化事
業」に採択されたことを契機に開設された「日本ASEAN相互
理解プログラム科目」の一部を実施するなど活用が始まっ
た。　このほか、上記拠点以外でも、政治経済学部におい
て、アメリカ・テンプル大学とのダブル・ディグリー（学部
３年＋大学院２年）の実施に向けた覚書を2013年度に締結す
るなど、新たな留学の選択肢を学生に提供できることになっ
た。

アセアンセンターが実
質的に稼働し、短期の
学生の送り出しを促進
している。

重点地域がアセアンに
限定されており、多様
な学生のニーズに対応
しきれていない。

タイに設置した明治大学
アセアンセンター（シー
ナカリンウィロート大学
内）、マレーシアに設置
した明治大学マレーシ
ア・サテライト・オフィ
ス（マレーシア工科大学
内）に加え、シンガポー
ル国立大学（ＮＵＳ）と
は研究拠点の相互乗入
れ、香港大学ＳＰＡＣＥ
とは教育拠点の連携を協
議している。国内では
2013年度に本学と系列法
人化した国際大学と強い
教育研究連携を行う。こ
れらの拠点を基盤に学生
交流を活発化させ、教育
プログラムの相互乗入れ
を行う。

アセアン地域以外の交
流を拡げるため、例え
ば政治経済学部がアメ
リカ・ノースイースタ
ン大学ともダブル・
ディグリーの実施に向
けた交渉を進展させて
いる。
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現状の説明 根拠資料

当年度・次年度対応
Ｇ列にあれば記述

中長期的対応
Ｇ列にあれば記述

Alt＋Enterで箇条書きに

　　　点検・評価項目
　　◎…法令要件の充足を評価する項目
　　●…大学等が掲げる方針や目標の
　　   　　達成状況を評価する項目。

目的・目標

評価 発展計画

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください

効果が上がっている点
E列の現状から記述

改善を要する点
E列の現状から記述

「効果が上がっている点」に
対する発展計画

F列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

2 キャンパスのグローバル化（国
際交流体験事業の展開）
【学長方針Ⅱ-２-（4）】
和泉キャンパスの国際交流ラウ
ンジ等を有効に活用し，学生の
ボランティアが主体となった，グ
ローバルキャンパスの実現に今
後も努める。学生が主体となっ
た活動について，国際交流ラウ
ンジを有効に活かして連携でき
るよう，大学として組織的に支援
する。

国際連携機構は留学生受入・送出サポート体制の一環として
2012年度，和泉キャンパスに国際交流ラウンジに「留学生相
談コーナー」を設置し，同機構教員による情報の提供や相談
活動等の支援サービスを開始した。2013年度は駿河台，生
田，中野の各キャンパスにおいても同様の学生支援活動を実
施し，中野キャンパスにおいては国際交流ラウンジに嘱託職
員が常駐し，日常的に留学生のケアをすることができるよう
にした。
相談内容は多岐にわたるが，外国人学生の場合，学業，学生
生活等が多く，日本字学生は海外留学に関するものが多い。
全キャンパスで年間584件（外国人留学生358件，日本人学生
206件）の相談に対応した。
また上記とは別に，日本人学生を主な対象とした海外留学相
談を専門のカウンセラーを配置して実施している。

この相談コーナーも
徐々に存在が知られる
ようになっており，何
かあれば気軽に応じて
もらえる場所があると
の認識が留学生の間に
広まりつつある。

今後更なる周知徹底のた
めの工夫が必要である。
また，相談対応において
プライバシー保護が重要
であり，記録管理の仕組
み，隔離された相談ス
ペース等を整備していく
必要がある。

（５）研究倫理を遵守するために必要な措置をとっているか

a ①　研究倫理に関する学内規程の整備状
況
②　研究倫理に関する学内審査機関の設
置・運営の適切性

　2014年2月18日文科省により「研究機関における公的研究
費の管理・監査のガイドライン」が改正された。本学でも他
大学同様，不正行為の通報・相談等がなされており，2014年
4月に開催した学長スタッフ研修会でも検討を行った【2-28-
17】。文科省のガイドラインに対応するために，2014年度中
に本学の体制整備と規程改定が急務となっている。

2-28-17 2014年度学長スタッ
フ研修会(春季)資料
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基準８　社会連携・社会貢献

現状の説明 根拠資料

当年度・次年度対応
Ｇ列にあれば記述

中長期的対応
Ｇ列にあれば記述

（２）教育研究の成果を適切に社会に還元しているか

1 a ●方針に沿って，社会連携・社会貢献を推
進しているか。
●社会連携・社会貢献の適切性を検証す
るにあたり，責任主体・組織，権限，手続
を明確にしているか。
●その検証プロセスを適切に機能させ，改
善につながっているか。

国際社会への貢献（国連アカデミッ
ク・インパクト）
【学長方針Ⅱ-２-（5）ア】
本学は日本の大学で最初に国連ア
カデミック・インパクト（ＵＮＡＩ）に参加
した大学の一つ。これまでも，ＨＲＷ
（Human Rights Watch）と連携した人
権問題への取組み，平和教育登戸
研究所資料館でのプログラムなど，
ＵＮＡＩ原則に合致した活動を積極的
に推進してきた。今後はこうした社会
連携活動を，教育の面でも生かし，
国際協力人材の育成に努めていく。

　国連アカデミック・インパクト（UNAI）の活動の一貫として,国
連難民高等弁務官事務所（UNHCR）駐日事務所が主催する「第8回
UNHCR難民映画祭（9月28日から10月6日）」に対し，会場の提供
（和泉キャンパス・中野キャンパス）及び学生ボランティアによ
る運営等で協力を行った【8-28-1】。

「第8回UNHCR難民映画
祭（9月28日から10月6
日）」については，開
催後，UNHCR駐日事務
所職員の方々と本学学
生ボランティア・教職
員による「振り返りの
会」を行い，国際社会
への貢献に対する学内
関係者の意識の向上を
図ることができた。ま
た，UNHCR駐日事務所
より感謝状を受領し
た。

今後もUNHCR，HRW等関
係機関との連携によ
り，人権問題等ＵＮＡ
Ｉ原則に合致した活動
を推進していく。ま
た，国際協力人材育成
プログラム等において
グローバル化社会にお
いて求められる地球規
模課題に貢献できる人
材の育成を進めてい
く。

8-28-1 国連難民高等弁
務官事務所（UNHCR）駐
日事務所から感謝状受領
に関するＨＰ
http://www.meiji.ac.jp
/gakucho/info/2013/6t5
h7p00000gjik4.html

4 環境保全への取り組みと環境教育
【学長方針Ⅱ-８-（1）】
駿河台Ａ地区のＩＳＯ14001認証を土
台にしながら，全キャンパスでの継続
的な省エネルギー･省資源活動を行
う。また規制強化された省エネル
ギー法及び東京都のＣＯ2総量規制
（環境確保条例），さらには東日本大
震災による電力需給の逼迫に伴う節
電への対応の経験を踏まえて，環境
対応施設の充実を含め全地区にお
いて一層の省エネルギー推進を図
る。
加えてこのような環境保全への取組
みの「見える化」や，本学の環境教
育・研究の実績の「共有化」により，
教職員及び学生の環境マネジメント
意識を高めていき，学内外に対して
発信し，本学の環境マネジメントの取
組みの考え方や進捗状況を開示して
いく

　2013年度についても駿河台Ａ地区ではＩＳＯ14001に基づく環境
マネジメントシステムを運用するとともに，駿河台Ａ地区以外の
全キャンパスでも省エネルギー･省資源活動を継続的に推進してい
る【8-28-2】。これらの活動については，明治大学環境保全推進
委員会により，計画の策定・承認を行い，実績をレビュー・管理
している。また，大学における環境保全に対する責務として，環
境教育・研究の推進も重点項目として掲げ，各学部・研究科等で
継続的に取り組んでいる【8-28-3】。
これらの環境保全活動はＨＰを通じ取り組み状況を広く開示して
いる。また，学生・教職員の節電への意識を高めるため，駿河
台，生田，中野の各キャンパス，付属明治高校・中学校の電力使
用量をグラフによりＨＰと情報掲示板に表示している【8-28-
4】。
なお，2013年度の環境保全推進委員会においては，駿河台地区
（ＩＳＯ14001）とそれ以外の地区・キャンパスの2系統となって
いる環境マネジメントシステムの今後のあり方を検討した。将来
的には，統一的な環境マネジメントシステムに全学的に統合する
方針を決定した。

駿河台Ａ地区でのＩＳ
Ｏ14001，駿河台Ａ地
区以外の全キャンパス
でも省エネルギー･省
資源活動により，全体
的な傾向としては電気
使用量，紙の使用量が
減少する等環境負荷の
軽減が図られている。

和泉キャンパスにおけ
る電力使用料の公開は
されておらず，課題で
ある。また，HP上の
「環境への取り組み」
についても，左記の
「現状の説明」に記し
たことがらが反映され
ていないので改善の必
要がある。

大学HP「環境への取り
組み」ページを更新す
る。

8-28-2 明治大学環境方
針
8-28-3 明治大学環境保
全推進委員会資料
8-28-4 明治大学の環境
への取り組みに関するＨ
Ｐ
http://www.meiji.ac.jp
/koho/academeprofile/a
ctivity/environmental/
index.html

6

平和教育の推進
【学長方針Ⅱ-８-（3）】
2010年3月に，生田キャンパスに「平
和教育の発信地」として開館した明
治大学平和教育登戸研究所資料館
（登戸研究所資料館）は，2012年7月
には通算来館者が2万人を超え,ガイ
ドブックの完成と『陸軍登戸研究所
〈秘密戦〉の世界』（明治大学出版
会）の刊行などもあって，大学による
平和教育の実践と戦争遺跡の保存・
活用の際立った事例として社会的に
大きな反響を呼び，本学の評価を高
めている。
　学部間共通総合講座「登戸研究所
から考える戦争と平和」と資料館主
催のキャンパスツアー（毎週土曜午
後）にも，さらに多くの受講生や一般
参加者が集まるように学内外への広
報活動を強化していく。この資料館の
展示内容の充実と，各種出版物の刊
行などを進めることで，学内における
平和教育の質をさらに向上させるとと
もに，社会的にも本学の平和創造・
平和教育への取組みの積極さをア
ピールしていく。

2013年12月14日には来館者が30,000名を突破し，2014年3月29日に
は，開館4周年を迎えることができた。2013年度においては，第４
回企画展「本土決戦と秘密戦－その時登戸研究所は何をしていた
か－」（2013年11月20日～2014年３月29日），および同講演会を
開催した。また，2014年2月からは「九八式衛生濾過機」の原寸大
レプリカの展示を開始した。2014年3月15日には，多摩区３大学
（明治，日本女子，専修）連携フェアが川崎市多摩市民館で開催
され，当資料館もブースを出展した。同じく2014年3月に，『登戸
研究所資料館ガイドブック』を改訂した。

第４回企画展「本土決
戦と秘密戦－その時登
戸研究所は何をしてい
たか－」（2013年11月
20日～2014年３月29
日），および同講演会
を開催したことや，ガ
イドブックを改訂した
こと，および，来館者
が30,000名を突破した
ことなどが評価され
る。

Alt＋Enterで箇条書きに

　　　点検・評価項目
　　◎…法令要件の充足を評価する項目
　　●…大学等が掲げる方針や目標の
　　   　　達成状況を評価する項目。

目的・目標

評価 発展計画

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点
E列の現状から記述

改善を要する点
E列の現状から記述

「効果が上がっている
点」に対する発展計画
F列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画
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現状の説明 根拠資料

当年度・次年度対応
Ｇ列にあれば記述

中長期的対応
Ｇ列にあれば記述

Alt＋Enterで箇条書きに

　　　点検・評価項目
　　◎…法令要件の充足を評価する項目
　　●…大学等が掲げる方針や目標の
　　   　　達成状況を評価する項目。

目的・目標

評価 発展計画

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点
E列の現状から記述

改善を要する点
E列の現状から記述

「効果が上がっている
点」に対する発展計画
F列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

7 戦略的広報の展開
【学長方針Ⅱ-９-（1）～（4）】
2009年度に，広報を戦略的に展開す
るために，広報に関する全学的統合
組織として広報戦略本部及び広報セ
ンターを設置し，広報体制を強化して
きた。また，2010年度には，教育情
報の公表の義務化への対応として，
ホームページ内に教育研究活動等
に関わる情報を集約し「教育情報の
公表」ページを設置し，さらに2011年
度後期にホームページをリニューア
ルした。紙媒体については，「明治大
学広報」，「Ｍ－Ｓｔｙｌｅ」，広報誌「明
治」のそれぞれの特徴を活かした企
画，編集を行っている。ホームペー
ジ，各種媒体を通した情報発信に加
えて，パブリシティの観点からも，メ
ディア・記者に対するプレスリリース
も強化しており，今後は，これまでの
広報活動を継承するとともに，広報
の戦略的展開を図っていく。

　ステークホルダーを意識した本学のレピュテーションマネジメ
ントについては，前記したパブリシティやクロスメディアによる
広報展開の充実によって，副次的に向上されている面がある。
　ホームページ（ＨＰ）に関しては，コンテンツのさらなる拡
充，ニュースの適時発信を図ることを目的とし，2011年度のＨＰ
全面リニューアルに続いて2012年度には，各学部・研究科や部署
からのタイムリーなアップロードや災害時の迅速な対応を目途と
してＣＭＳ（コンテンツ・マネジメント・システム）の運用基盤
の整備を行い，さらにPDCAサイクルを効果的にするためにアクセ
スログ解析を行った。また外国語版HPについても専従職員の配置
に伴い，タイムリーなアップロードやコンテンツ・マネジメント
が可能となった【8-28-5】。
　リスクマネジメントの観点からは，広報戦略本部のもとに設置
した危機管理広報対応委員会において『明治大学危機管理広報マ
ニュアル』【8-28-6】を策定し，運用を始めたことにより，不祥
事等における危機管理広報の迅速な対応は少しずつではあるが改
善された。

広報センター内にグ
ローバル広報専門部会
をおき，グローバル広
報に関する問題点を洗
い出し，改善案を検討
した。その一つとし
て，外国語版ホーム
ページについては，内
容，およびタイムリー
さともに改善された。
危機管理広報マニュア
ルについては，これま
で不祥事を前提とした
ものであったが，広報
戦略本部との連携にお
いて，大規模災害時の
対応等も付加され，改
善された。

8-28-4 明治大学ホーム
ページ
http://www.meiji.ac.jp
/
8-28-5 改訂版「危機管
理広報マニュアル」
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基準９　管理運営・財務　　１．管理運営

現状の説明 根拠資料

当年度・次年度対応
Ｇ列にあれば記述

中長期的対応
Ｇ列にあれば記述

（１）大学の理念・目的の実現に向けて，管理運営方針を明確に定めているか。

a ●意思決定プロセスや，権限・責任（教学
と法人の関係性），中長期的な大学運営
のあり方を明確にした管理運営方針を定
めているか。
●方針を教職員が共有しているか。

制度改革の推進
【学長方針Ⅱ-１-（1）】
長年にわたる制度改革の最大の
課題として，教学権・学長権限の
確立が求められている。評議員
や役員銓衡のあり方，その構成
について，評議員会に設置され
た制度改革検討委員会第二次
答申を踏まえ，検討することを要
望する。連合教授会で選出され
た総合政策副学長を常勤理事会
メンバーの一人とすることは最優
先課題である。また，厳しい大学
間競争において優位に生き残る
ためには，教学と法人の円滑な
意思疎通に基づいた迅速な意思
決定が，決定的に重要であり，
大学協議会を新たに設置するこ
とを検討する。

　評議員会に2013年5月に新たに設置された制度改革検討委
員会から理事会に対して、2014年6月に、評議員詮衡委員の
選出区分及び人数、評議員会の定数と教・職・校友間のバラ
ンス、評議員会と理事会の関係の在り方、評議員及び役員
（理事長・理事・監事）詮衡の在り方についての第一次答申
が提出された【9-28-1】。その後、理事会では第一次答申を
基に関係校規の改正に向けての検討がなされている。
第一次答申については、理事会から教学側に検討依頼されて
いないため、現在、教学側の中で正式に協議されていない。
　総合政策担当副学長の常勤理事化については、理事会にお
いて認められていないのが現状である。
　教学と法人が円滑な意思疎通を図り、迅速に意思決定する
ためには、大学協議会の設置が必要であるが、理事会におい
て未だ認められていない。

第一次答申の中の、
評議員詮衡委員の選
出区分及び人数、評
議員会の定数と教・
職・校友間のバラン
スについては、不十
分な面がある。理事
会から検討依頼を受
けていないが、教学
側としての意見を集
約しておく必要があ
る。

総合政策担当副学長の
常勤理事化及び大学協
議会の設置について、
実現に向けての具体的
対策を検討する。

9-28-1 制度改革検討委
員会第一次答申書

（２）明文化された規程に基づいて管理運営を行っているか  

a ◎関連法令に基づく管理運営に関する学
内諸規程の整備とその適切な運用

教学運営体制の強化
【学長方針Ⅱ-１-（3）】
学長をトップとして，副学長，学
長室専門員，教務部長・副教務
部長，学生部長・副学生部長の
協力体制をさらに充実したものに
する。4名体制となった副教務部
長の担当する業務をより一層明
確にするため，必要に応じて委
員会やセンターの規定改正など
に取り組むとともに，教学関係の
委員会等における大学院の位置
づけにを検討する。また，学長を
補佐する学長室専門員について
は，その役割をわかりやすく示す
ような名称への変更を含め，学
長スタッフ制度の検証を行う。

　2012年度より，総合政策，教務（教務部長），学務（学生
部長），研究，国際交流，社会連携，広報の7名の副学長体
制となった。総合政策担当副学長は学長とともに全学的な政
策に関わり，その他の6名の副学長がそれぞれの担当業務に
ついて責任をもつ体制となっている。また，広報担当副学長
が学長室専門員長を兼務し，6名の学長室専門員とともに，
学長と総合政策担当副学長が行う政策構想に関わっている。
　このうち，教務部長が係わる教学関係事項の範囲は広く，
教務部委員会を軸として，入学センター運営委員会，教育改
革支援本部，教育の情報化推進本部，就職キャリア支援セン
ターおよび資格課程委員会，さらに付属校連絡協議会など多
岐にわたっている。2012年度より副教務部長を4名に増員
し，教務部執行部内で役割分担をして業務を行っている。
キャンパスについても，駿河台，和泉，中野，生田の4キャ
ンパスを4名の副教務部長で分担している。

防災・危機管理体制の確立
【学長方針Ⅱ-１-（5）】
防災・危機管理体制について，
各キャンパス・学外諸施設の実
情に合わせた実施体制と，キャ
ンパス間の連携と連絡網を整備
するとともに，様々な状況を想定
し，学生・教職員への情報伝達
（アナウンス）や避難誘導等が確
実・安全に実行できるシステムを
整備する。また，キャンパス外の
通学路等の安全確保，実験や実
習における安全管理などの日常
的な課題についても，設備・組
織・運営の観点から改善を進め
る。

　東日本大震災以降、防火・防災管理規程を改定するなど防
災・危機管理の機能・態勢を強化している。それを踏まえ，
教学の防災・危機管理の制度に関しては，緊急事態の発生後
に教育研究活動に係る対策の迅速な意思決定を行うととも
に，執行の統括を図ることを目的とする教学防災本部に関す
る内規を策定した【9-28-2】。
　このような規程・体制に基づき全学的に教職員・学生の避
難訓練を継続的に行っている。特に，首都直下等大地震が発
生した際の学生，教職員等の非常時行動能力 ，知識及び心
構えを養うことを目的とした避難訓練も対象規模を広げなが
ら行っている。2013年度の代表的な訓練としては，駿河台
キャンパスでは，グローバルフロント全館を対象として大地
震を想定した非難訓練を実施した（12月13日，約100人）。
和泉キャンパスでは，地震・火災を想定した大規模な総合訓
練を行った（11月19日，約1,500人）。生田キャンパスでは
研究室・実験施設を対象とした避難訓練を行った（9月17
日，約360人）【9-28-3】。

防火・防災管理に関
する制度・規程が整
備され，また避難訓
練をとおして教職
員・学生の防災・危
機管理意識の向上が
図られている。

大規模地震時の対応につ
いては，対応マニュアル
や行動チェックシートを
整備していく。また，避
難訓練も規模・対象の拡
大を含め継続していく。

9-28-2 教学防災本部に
関する内規
9-28-3 2013年度各キャ
ンパス防災訓練実施一覧

Alt＋Enterで箇条書きに

　　　点検・評価項目
　　◎…法令要件の充足を評価する項目
　　●…大学等が掲げる方針や目標の
　　   　　達成状況を評価する項目。

目的・目標

評価 発展計画

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください

効果が上がっている点
E列の現状から記述

改善を要する点
E列の現状から記述

「効果が上がっている点」に
対する発展計画

F列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画
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現状の説明 根拠資料

当年度・次年度対応
Ｇ列にあれば記述

中長期的対応
Ｇ列にあれば記述

Alt＋Enterで箇条書きに

　　　点検・評価項目
　　◎…法令要件の充足を評価する項目
　　●…大学等が掲げる方針や目標の
　　   　　達成状況を評価する項目。

目的・目標

評価 発展計画

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください

効果が上がっている点
E列の現状から記述

改善を要する点
E列の現状から記述

「効果が上がっている点」に
対する発展計画

F列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

外部研究資金の獲得（科学研究
費補助金等の外部研究資金の
獲得）
【学長方針Ⅱ-３-（3）ア】
科学研究費助成事業の応募件
数・採択件数・採択率の増加は，
それ自体が本学の研究活動の
活性化につながるだけでなく，大
学の研究力を端的に示すものと
して，重要な指針となる。今後も
研究計画調書の作成について，
研究者へ支援できる体制を強化
し，さらに申請書作成を支援する
人材の一層の確保・育成を図る
ことで，2013年度の科学研究費
助成事業については総額6億円
の獲得を目指して取り組んでい
く。

　科研費補助金の採択件数は，新規・継続分を合わせて274
件（前年度250件），交付総額は約６億1,200万円（同約５億
5,900万円）【9-28-4】となり，微増ではあるが着実に増加
を重ねている。2009年度より，本格的に開始をした「申請調
書の書き方セミナー」及び「申請書の加筆修正サービス」の
効果もあり，順調に伸びてきている。問題点としては，①申
請書の加筆修正業務に習熟する職員数を増やすこと。②それ
らの職員のトレーニングを継続して行うこと。③科研費採択
後の費用執行での教員や研究者の煩わしさの軽減のために事
務支援体制を強化することである。
　受託・共同研究等の受入件数は，2013年度において227件
と，前年度(232件)と比べて同程度の水準にあるものの，受
入金額は約18億8401万円と，前年度(約5億3798万円)に比べ
て250％増と大幅に増えた【9-28-5：表65】。

目標額の６億円には
達したが，同規模大
学と比べるとまだ少
ない。

申請件数が伸びていな
いので，それを増やす
ことに注力する。

9-28-4 明治大学・科研
費応募・内定状況の推移
（2010年度～2014年度）
9-28-5 2012年度明治大
学データ集（既出）

（３）付属機関等の業務を支援する事務組織が設置され，十分に機能しているか

公的研究費で購入した物品の全
品検収システムの整備
【学長方針Ⅱ-３-（6）】
2012年5月に実施された会計検
査院の実地検査において，本学
は2007年7月に文部科学省から
示された「研究機関における公
的研究費の管理・監査のガイドラ
イン（実施基準）」に基づく，適正
管理にかかる体制の整備が不十
分であるとの指摘を受け，中野
キャンパスを含む各キャンパスに
おいて，全品検収システムを整
備する。

　2014年4月から全キャンパスにおいて検品室が整備され，
運用が開始された。大きな支障もなく検品室は運用されてい
る【9-28-6】。
駿河台キャンパス：研究棟３階，和泉キャンパス：研究棟１
階，生田キャンパス：東管理棟２階，中野キャンパス：低層
棟地下１階

9-28-6 明治大学におけ
る研究費等に関する使用
マニュアル
http://www.meiji.ac.jp
/ken_jimu/6t5h7p00000b
jkjk-
att/2014_kenkyuhi_manu
al.pdf
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基準１０　内部質保証

現状の説明 根拠資料

当年度・次年度対応
Ｇ列にあれば記述

中長期的対応
Ｇ列にあれば記述

（１）大学の諸活動について点検・評価を行い，結果を公表することで社会に対する説明責任を果しているか

a ◎自己点検・評価を定期的に実施し，公
表していること  【約４００字】

内部質保証システムの推進と
大学情報の公表
【学長方針Ⅱ-１-（4）】
自己点検・評価の結果から年度
計画を策定し，自ら大学運営の
改善を促す内部質保証システム
は，受審時だけの作業ではな
く，恒常的な活動が重要である。
その点検・評価結果を公表す
る。

　2013年度自己点検・評価（2012年度報告書の作成）は，2014年度大学評価申請に向
けた作業も兼ねて自己点検・評価編集小委員会を17回開催し，報告書の内容や様式，
全学的な検証原案の検討を行い，学長スタッフ会議・同研修会（9月）においても検証
が行われ，その上で年3回の自己点検・評価全学委員会（7月，11月，3月），評価委員
会（2月）など経て自己点検・評価プロセスを完了した。報告書も，『2012年度自己点
検・評価報告書』，『2012年度明治大学データ集』として発行し，報告書の全文をＨ
Ｐで公開した【10-28-1】。さらに自己点検・評価委員会では，学生の実態把握のため
に2014年1月から2月にかけての「学修環境に関する学生アンケート（拡大試行版）」
を実施し，その検証結果を『2013年度学修環境に関する学生アンケート分析結果報告
書』として発刊し，2014年度自己点検・評価に活用することとしている【10-28-2】。

自己点検・評価プロ
セスを完了し，その
結果を報告書を，
『2012年度自己点
検・評価報告書』，
『2012年度明治大学
データ集』として発
行し，報告書の全文
をＨＰでも公開して
いる。このような発
信を通し，社会に対
する説明責任を果た
すとともに，組織内
での改善意識を高め
ている。

ＨＰによる公開につい
ては，外部からのアク
セスを容易にしている
が，今後内容面でも理
解しやすくする工夫
（要約中心の記述等）
を講じていく。

10-28-1 大学評価ホームペー
ジ「自己点検・評価」
http://www.meiji.ac.jp/koh
o/about/hyouka/self/index.
html
10-28-2 ２０１４年度第４回
学長スタッフ会議メモ（2014
年5月13日開催）

（２）内部質保証に関するシステムを整備しているか

a ●内部質保証の方針と手続を明確にして
いること。
●内部質保証をつかさどる諸組織（評価
結果を改善）を整備していること
●自己点検・評価の結果が改革・改善に
つながっていること
●学外者の意見を取り入れていること
●　文部科学省や認証評価機関からの指
摘事項に対応していること
　　　　【８００字～１０００字程度】

内部質保証システムの推進と
大学情報の公表
【学長方針Ⅱ-１-（4）】
毎年「全学報告書」と「各学部等
報告書」を作成し，全学委員会
の「コメント」，評価委員会の「評
価」という二段階の評価及び「改
善アクションプラン（3ヶ年計画）」
を継続する。改善方策に対する
財政的な裏づけがなされるよ
う，学長の『教育・研究に関する
年度計画書』と連動させるような
方途をさらに進め，大学運営の
改善・改革を推進する内部質保
証システムを確立する。

　大学評価結果や自己評価について計画的に改善するために，「第２期「改善アク
ションプラン（３カ年計画）」46件を計画し，2014年5月に2年度目の実績評価と3年度
目の改善目標の設定を関係部署に依頼をした。内訳は2007年度認証評価助言（8件），
2007年度認証評価指摘事項（19件），2011年度改善報告書検討結果（5件），2010年度
学長による改善方針（13件）である【10-28-3】。
　自己点検・評価結果は，評価委員会の報告や全学委員会のコメントとして重点化さ
れ，これを予算プロセスに活かすために，学長スタッフ会議における年度計画書（学
長方針）の検討や事業計画書策定プロセスとの連動を図っている。計画立案にあたっ
て現状を把握するために，学長スタッフ会議において年度計画書（学長方針）に記載
されている重点項目について，2012年度自己点検・評価報告書に記載があるかどうか
確認を行うと同時に【10-28-4】，各学部等の年度計画書（政策的計画の経費等一覧）
においても自己点検・評価結果との連動を記入する欄を設けている【10-28-5】。
自己点検・評価システムをわかりやすく理解してもらうために，広報誌『じこてん
ニュース』第９号を発行した（2014年5月）【10-28-6】。
内部質保証システムは，計画を担う学長室と，評価を担う自己点検・評価全学委員会
を軸に，各学部等の諸活動が行われている。このシステムを支える事務部局として，
学長の政策を支える教学企画部を置き，学長室専門員長を所管役職者として，主に方
針と計画策定を担う教学企画事務室と，検証と評価を担う評価情報事務室の２事務室
体制により，全学的なＰＤＣＡサイクルを回している。
　これら内部質保証の仕組みは，「明治大学内部質保証の方針」に基づくものである
【10-28-7】。

内部質保証に関する
システムを整備し，
適切に運用してい
る。それにより教
育・研究での問題解
決や新たな取組みの
推進を適切に行って
いる。

自己点検･評価プロセ
スを継続する。また，
予算，年度計画書策定
プロセスとの連携・整
合を図るための改善を
検討する。

10-28-3 第２期「改善アク
ションプラン（３ヵ年計
画）」の実施について（依
頼）（2014年5月9日付け評発
第５号）
10-28-4 ２０１４年度第１回
学長スタッフ会議メモ（2014
年4月8日開催）
10-28-5 ２０１５年度教育・
研究に関する年度計画書等の
提出について（依頼）（2014
年5月23日付け教企発第１５
号）
10-28-6 自己点検・評価
ニューズレター「じこてん」
第９号
10-28-7 大学評価ホームペー
ジ「内部質保証の方針」
http://www.meiji.ac.jp/koh
o/about/hyouka/quality/01.
html

（３）内部質保証システムを適切に機能させているか

a ●ＰＤＣＡサイクルを回すための，Ｃｈｅｃｋ
（点検・評価）およびＡｃｔｉｏｎ（改善）の具体
的内容・工夫

＜参考：以下の事項に関して，関連するも
のについて記述する＞
①組織・個人レベルでの自己点検・評価
活動の充実
②教育研究活動のデータベース化の推進
③学外者の意見の反映　など

内部質保証システムの推進と
大学情報の公表
【学長方針Ⅱ-１-（4）】
「大学ポートレート」等の検討も
含め，大学情報の把握と分析を
通じて自律的な改善・改革を推
進していく。

　大学評価結果や自己評価について計画的に改善するために，「第２期「改善アク
ションプラン（３カ年計画）」46件について，達成度が５（達成）あるいは４（凡そ
達成）の割合が，2012年度実績では65.2％であったが，2013年度実績では82.3％であ
り，大幅に改善度数が向上した。3カ年計画では，2013年度実績での改善度数の目標
を，80％としていたのでこれを達成し，内部質保証システムの核となる仕組みとして
機能している【10-28-8】。
　自己点検・評価結果は，評価委員会によって改善項目が重点化され，学長スタッフ
会議によって年度計画書（学長方針）に反映されており，内部質保証システムとして
機能している。これらを機能させるためには，大学構成員の理解が必要であり，2014
年5月開催の「自己点検・評価実務担当者説明会」には学内関係者150名を超える参加
があり，点検・評価手法についての理解を深めている。
今後，内部質保証システムの国際通用性を高めていくために，評価情報事務室では，
2013年9月，高麗大学企画予算部と大学ランキングへの対応，情報公開等に関して情報
交換を行った。また，2014年2月3日，UCバークレー校教育支援センターと教育評価方
法等について相互研修会を行った。UCバークレー校教育支援センターとの研修会の内
容は，動画配信することで学内教職員と内容を共有している【10-28-9】。
さらにエビデンスに基づく評価を推進するために，大学基礎データの作成等に関連し
て，学長室の下に「ＩＲに関するワーキンググループ」を設置し，エビデンスとして
の正確なデータを集約，分析する体制，仕組みを検討した。加えて，IRシステムの試
作開発を行い，有効性と課題を評価し，今後の整備計画を検討した【10-28-10】。
さらに大学基準協会へ大学評価委員会委員候補者１名，大学評価分科会評価委員候補
者4名（教育職員３名，事務職員１名）を推薦し，大学評価における社会的責務を果た
すとともに，学内評価員の養成に努める等，内部質保証システムを機能させるための
諸施策を実践している。

内部質保証システム
を適切に機能してい
る。また，PDCAサイ
クルの運用力を高め
るための研究・研
修・基盤整備にも力
を注いでおり，これ
らは内部質保証シス
テムの有効性を高め
ることに寄与してい
る。

研究・研修を継続する
とともに，IR推進の組
織・システム整備を進
めていく。

10-28-8  第２期「改善アク
ションプラン（３ヵ年計
画）」№200「点検・評価の
ＰＤＣＡ」
10-28-9 大学評価ホームペー
ジ「教育プログラム評価研修
会」（動画へのリンク）
http://www.meiji.ac.jp/koh
o/about/hyouka/news_letter
/6t5h7p00000famel-
att/6t5h7p00000h7r4c.pdf
10-28-10 『学長室だより』
VOL.22  No.6(No.111)「大学
の基礎的統計データの利活用
（ＩＲ）による教学政策の推
進について」

Alt＋Enterで箇条書きに

　　　点検・評価項目
　　◎…法令要件の充足を評価する項目
　　●…大学等が掲げる方針や目標の
　　   　　達成状況を評価する項目。

目的・目標

評価 発展計画

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください

効果が上がっている点
E列の現状から記述

改善を要する点
E列の現状から記述

「効果が上がっている
点」に対する発展計画
F列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画
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